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男鹿市告示第７８号 

 

男鹿市スポーツ合宿等誘致促進事業補助金交付要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

 

  令和７年３月３１日 

 

                                 男鹿市長 菅 原 広 二    

 

 

男鹿市スポーツ合宿等誘致促進事業補助金交付要綱の一部を改正する告示 

男鹿市スポーツ合宿等誘致促進事業補助金交付要綱（令和２年男鹿市告示第７１号）の一部を次のように改正

する。 

 

改正後 改正前 

（補助金額） （補助金額） 

第４条 補助金の額は、延べ宿泊者数に2,000円を乗じて得
た額とし、１団体につき40万円を限度に交付するものと
する。 

第４条 補助金は別表に掲げる区分に応じて、予算の範囲
内おいて交付するものとする。 

（申請手続） （申請手続） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」
という。）は、補助金交付申請書（様式第１号）に、次
に掲げる書類を添えて市長に申請しなければならない。 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」
という。）は、補助金交付申請書（様式第１号）に、次
に掲げる書類を添えて市長に申請しなければならない。 

⑴及び⑵ （略） ⑴及び⑵ （略） 

 ⑶ スポーツ教室等を行う場合、スポーツ教室等計画書
（様式第４号） 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書 ⑷ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書
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改正後 改正前 

類 類 

（補助金の交付決定） （補助金の交付決定） 

第６条 市長は、補助金の交付を決定したときは、速やか
に補助金交付決定通知書（様式第４号）により申請者に
通知するものとする。 

第６条 市長は、補助金の交付を決定したときは、速やか
に補助金交付決定通知書（様式第５号）により申請者に
通知するものとする。 

２ （略） ２ （略） 

（事業計画の変更等の承認申請） （事業計画の変更等の承認申請） 

第８条 申請者は、事業計画変更等をする場合、事業計画
変更（中止・廃止）承認申請書（様式第５号）により、
市長の承認を受けなければならない。 

第８条 申請者は、事業計画変更等をする場合、事業計画
変更（中止・廃止）承認申請書（様式第６号）により、
市長の承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請書が提出されたときは、
補助金変更（中止・廃止）決定通知書（様式第６号）に
より申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による申請書が提出されたときは、
補助金変更（中止・廃止）決定通知書（様式第７号）に
より申請者に通知するものとする。 

（実績報告） （実績報告） 

第９条 申請者は、スポーツ合宿等が終了後、10日以内に
事業実績報告書（様式第７号）に次に掲げる書類を添え
て、市長に提出しなければならない。 

第９条 申請者は、スポーツ合宿等が終了後、10日以内に
事業実績報告書（様式第８号）に次に掲げる書類を添え
て、市長に提出しなければならない。 

⑴ 合宿実績書（様式第８号） ⑴ 合宿実績書（様式第９号） 

⑵ 宿泊証明書（様式第９号） ⑵ 宿泊証明書（様式第10号） 

 ⑶ スポーツ教室等を行った場合、スポーツ教室等実績
書（様式第11号） 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と定める書
類 

⑷ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と定める書
類 
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改正後 改正前 

様式第１号（第５条関係） 様式第１号（第５条関係） 
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改正後 改正前 

様式第２号（第５条関係） 様式第２号（第５条関係） 

  （略） 
様式第３号（第５条関係） 

  （略） 
様式第３号（第５条関係） 
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改正後 改正前 

 様式第４号（第５条関係） 
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改正後 改正前 

様式第４号（第６条関係） 様式第５号（第６条関係） 

 （略）  （略） 

様式第５号（第８条関係） 様式第６号（第８条関係） 
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改正後 改正前 

様式第６号（第８条関係） 様式第７号（第８条関係） 

 （略）  （略） 

様式第７号（第９条関係） 様式第８号（第９条関係） 
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改正後 改正前 

様式第８号（第９条関係） 様式第９号（第９条関係） 
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改正後 改正前 

様式第９号（第９条関係） 様式第10号（第９条関係） 
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改正後 改正前 

 様式第11号（第９条関係） 

  

  

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分及び太枠で示した部分である。 
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別表を削る。 

附 則 

この告示は、令和７年４月１日から施行する。 

 


